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抄録 

2011 年 3 月，東電福島第一原発事故以降，福島住民の多くは放射線健康不安を抱える事となり，中

でも「内部被ばく」への不安が高かった．放射線に関する報道を，住民は健康情報として受け取ってい

たことから，この報道の実態を明らかにするために，11 年 3 月～12 年 3 月の福島県での朝刊販売部数

一位の地元紙である福島民報と，同全国紙である朝日新聞の記事を分析，比較した．両紙の「内部被

ばく」を含む記事数は同じような増減をたどり，11年6，7月と11，12月に急増が見られた．6，7月では，

両紙は内部被ばく測定や数値に関して多く報じた．11，12 月では，福島民報は概ね同じ傾向だったが，

朝日新聞では内部被ばくの危険を強調する専門家の記事が多く見られた．また，「セシウム」を含む記

事では，福島民報は当初「基準値以上」等の記事が多かったが，9 月からは「基準値以下」等の記事が

多くなった．一方，朝日新聞は毎月「基準値以上」等の記事が多かった．これらの事から，11 年 6 月以

降福島民報は「内部被ばく」，「セシウム」に関して「数値，データ」を中心に伝える報道を行い，朝日新

聞はいわゆる「予防原則」的な報道を行ったと考えられた． 

 

キーワード：福島 内部被ばく セシウム 不安 マスメディア 

 

1 緒言 

2011 年 3 月，東京電力福島第一原子力発

電所事故（以下，原発事故と略す）による放

射性物質の放出，拡散以降，福島住民の多く

は放射線被ばくによる健康影響に対する不安

を抱えることとなり，中でも「内部被ばく」

への不安の割合が高かった[1]．伊達市では，

住民の半数以上が内部被ばくの検査を要望し

ており，行政に求められた放射線対策として

は，これが一番多かった[2] ． 

原発事故直後からの不安は，ストレスとし

て日常生活に少なからぬ影響を及ぼし，測定

結果から福島住民の内部被ばく量が低いこと

が判明した[3]後でも，内部被ばくへの不安は

減少しつつも保持されている[4]．また，食品

の調査要望も多く[2]，現在では大方の食品，

飲料水等に含まれるセシウムが基準値に達し

ないことが判明した[5]ものの，「食べ物の線

量と産地に気をつけること」と，「飲み水の購

入」を「している」という住民が多い[4]こと
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からは，内部被ばくの主な原因核種であるセ

シウムへの不安が，減りつつも持続している

と推測される． 

原子力災害の特徴として，放射線による発

がん等の健康影響が懸念されることから，マ

スメディアからの放射線関連報道の多くを，

福島の住民は健康情報として受け取り，振り

回された感がある[6]．経口ルートでセシウム

が体内に入り内部被ばくにつながることは健

康問題であり，食物生産者にとっても消費者

にとっても内部被ばくが，前述の通り最大懸

念事項であった．従って，内部被ばくやセシ

ウムなどの情報が，健康情報と受け止められ

た．住民は放射線関係の情報を，マスメディ

アの中ではテレビに次いで，新聞から多く得

ていることから[4]，福島における新聞報道の

内容について検討することが必要であると考

えた． 

先行研究で，原発事故関連の報道における

地元紙と全国紙の内容の違いや，読者の受け

取り方の違いが指摘されている [7,8] ．

Sugimoto A., et al.(2013)では，「未来への不

安」を全国紙が減少させ，地元紙が増加させ

る傾向だった[9]．本研究では福島における地

元紙と全国紙の，住民の不安の対象である内

部被ばくとセシウムに関する記事に着目した．

情報が錯綜し，被ばく不安に駆られた自主避

難等が続いた震災後約一年間の，記事数の推

移，および内容を分析，比較して，記事とし

て発信された情報の実態を把握することを目

的とした． 

 

2 方法 

2.1 分析対象 

 2011 年 3 月 11 日～2012 年 3 月 31 日まで

の福島県で，朝刊販売部数一位（26.9 万部）

の地元紙であった福島民報（以下，民報と略

す）と，朝刊販売部数一位（6.5 万部）の全国

紙であった朝日新聞（以下，朝日と略す）[10]

を分析対象とした． 

民報は CD 縮刷版，朝日はオンラインデー

タベース「聞蔵」を使用した．朝日の検索対

象は朝刊の「本紙」（全国版）と「福島版」で，

福島以外の地方版の記事は入れていない． 

 

2.2  分析方法 

2.2.1「内部被ばく（曝）」を含む記事 

民報，朝日の記事を，キーワード「内部被

ばく」によって検索した．なお，朝日は「被

曝」を使っている事が多いので，「内部被ばく

or 内部被曝」で検索した（以下，「内部被ばく」

とする）． 

 

（記事の例） 

「南相馬で内部被ばく検査開始 移動式機器

使用」 （民報 11 年 7 月 12 日） 

「『低線量の内部被ばく、過小評価しないで』

市民科学者国際会議」（朝日 11 年 6 月 24 日） 

 

キーワード「内部被ばく」を含む記事には，

両紙共に記事数が急増する二つのピークがあ

った．一般に新聞記事の急増は，大事件等に

伴うものだが，それぞれのピークの時期で，

内部被ばくに直接関わる単一の大事件等は無

かった．複数のトピックがピークを作ったと

考えられ，ピーク時の両紙の記事について，

内容面からも比較するために分類項目を設定

した．共著者が別個に記事を読み，記述内容

を表す主題を抽出して，協議の上，共通の主

たる 10 の分類項目を設定した． 

2.2.2「セシウム」を含む記事 

内部被ばくについては，事故後初期のヨウ
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素を除けば，その後の内部被ばくの原因とな

る，食品に含まれるセシウムが一番の関心事

である．このことから，キーワード「セシウ

ム」による検索を行った．両紙共に記事数が

急増するピークは一つあり，また、民報単独

のピークが一つあった．これらのピークには，

原因と考えられた大きな事件があった．「セシ

ウム」を含む記事は，検査結果が基準値を超

えた，あるいは未満であったといった記事が

多数を占めるので，さらに記事を，「セシウム，

基準値（規制値）未満（以下，下回る）」と，

「セシウム，基準値（規制値）超（以上，上

回る）」といった内容で抽出，分類した．検索

条件として「かつ（以下では and と記述）」

と，「または（以下では or と記述）」を用い，

キーワードを「セシウム」and「値」and（「未

満」or「以下」or「下回」）と「セシウム」and

「値」and（「超」or「以上」or「上回」）とし

て検索した． 

 

（記事の例） 

「福島のモモ４点からセシウム 基準値大き

く下回る」（民報 11 年 7 月 10 日） 

「乾燥メグスリノキから規制値超セシウム」

（朝日 11 年 11 月 29 日） 

 

3 結果 

3.1  「内部被ばく」を含む記事 

月毎の「内部被ばく」という語を含む記事

数の推移を，図１に示した． 

図１で，両紙の増減は同じような線を描き，

11 年 6，7 月と 11，12 月には高いピークを描

いている（以下，それぞれ「第一ピーク」，「第

二ピーク」とする）．民報の 11 年 6 月は 65

記事で調査期間中 3 番目に多く，7 月は最多

の 76 記事であった．朝日の 11 年 6 月は 33

記事で 3 番目に多く，7 月は 35 記事で 2 番目

に多かった．民報の 11 年 11 月は 69 記事で 2

番目に多く，12 月は 61 記事で 4 番目に多か

った．朝日の 11 年 11 月は 29 記事で 4 番目

に多く，12 月は最多の 42 記事であった． 

3.2  内容別分類 

二つのピークの記事の内容別分類を表 1

に示した． 

3.2.1 「第一ピーク」 

(1)6 月の両紙の内容 

民報の最多は「①測定 実測・推計値」で，

26 記事であった．二番目は「②第一原発 作

業員」で，17 記事であった． 

朝日の最多は「②第一原発 作業員」で，

14 記事であった．二番目は「①測定 実測・

推計値」で，13 記事であった． 

この月に二本松市のホールボディカウン

ターによる測定，福島県による川俣，浪江，

飯舘住民の「県民健康管理調査」等，住民の

内部被ばく測定が開始された． 

(2)7 月の両紙の内容 

民報の最多は「①測定 実測・推計値」で，

25 記事であった．二番目は「②第一原発 作

業員」で，9 記事であった． 

この月，南相馬市も内部被ばく測定を開始

し，また二本松市や「県民健康管理調査」の

測定結果が出て，内部被ばくの値は低かった． 

朝日の最多は「⑨食・飲料」で，13 記事

であった．この内 8 記事が，7 月 8，9 日に南

相馬市から東京食肉市場に搬入された肉牛か

ら、規制値を超える放射性セシウムが検出さ

れた事件から全国に広がった，いわゆる「セ

シウム汚染牛」についてであった．なお，民

報では「⑨食・飲料」は三番目の 7 記事で，

この内「セシウム汚染牛」については 5 記事

であった．朝日の二番目は「②第一原発 作
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業員」と「①測定 実測・推計値」の 6 記事

であった． 

3.2.2  「第二ピーク」 

(1)11 月の両紙の内容 

民報の最多は「④県 自治体」で，26 記

事であった．この中には福島県議会議員選挙

と相馬市議会議員選挙に関連して，民報がお

こなった候補者へのアンケートの回答が 17

記事あった．二番目は「①測定 実測・推計

値」で，20 記事であった． 

朝日の最多は「⑦医療 科学 専門家」で，

9 記事であった．この中の 5 記事が内部被ば

くの危険性を強調する専門家を取り上げ，そ

の内 3 記事は連載企画「プロメテウスの罠」

であった．二番目は「①測定 実測・推計値」

で，6 記事であった． 

(2)12 月の両紙の内容 

民報の最多は「①測定 実測・推計値」で，

17 記事であった．二番目は「④県 自治体」

で，10 記事であった．この中には地方議会関

連が 7 記事あった． 

朝日の最多は「⑦医療 科学 専門家」で，

14 記事であった．この中の 12 記事が内部被

ばくの危険性を強調する専門家についての記

事で，その内の 11 記事が連載企画「プロメテ

ウスの罠」であった．二番目は「①測定 実

測・推計値」で，12 記事中 9 記事が連載企画

「プロメテウスの罠」であった．これらは実

測値や推計値をニュースとして直接伝えるも

のではなく，測定のエピソード等を伝える内

容であった． 

3.3  「セシウム」を含む記事 

「セシウム」を含む記事数の推移を図 2 に

示した．調査期間中の合計は，民報が 2253，

朝日が 1247 で，11 年 7，8 月が両紙共に増加

したピークであった．7 月の記事数は民報が

259，朝日が 196 で共に最多で，8 月は民報が

229，朝日が 146 で共に二番目に多かった．

この内，いわゆる「セシウム汚染牛」関連の

記事が，7 月の民報は 90，朝日では 112，8

月の民報では 43，朝日では 41 で最多であっ

た．また民報の記事数は 11 月が 201 で四番

目，12 月が 219 で三番目に多く，7，8 月に

次ぐピークであった．一方朝日の記事数は 11

月が 94で七番目，12月が 99で五番目であり，

4 月，9 月の記事数 101，111 を下回っていた．

このため朝日はこの時期はピークではないと

判断し，これは「民報ピーク」とした．11 月

17 日の福島市大波地区で始まった，福島県内

の米のセシウム基準値超えについての記事が，

11 月の民報では 30，朝日では 13，12 月の民

報では 46，朝日では 20 で，それぞれ月間で

一番多いトピックだった．   

民報の「セシウム」and「値」and（「未満」

or「以下」or「下回」）と，「セシウム」and

「値」and（「超」or「以上」or「上回」）で抽

出された記事数の推移を図 3 に示した． 

調査期間中，民報の合計は 1676 で，その

内「未満」or「以下」or「下回」の記事数は

836，「超」or「以上」or「上回」の記事数は

840 であった． 

民報は 4 月を除いて 8 月までは，「超」等

が「未満」等を上回ったが，9 月に逆転した．

「民報ピーク」の 12 月に再逆転があったもの

の，その差は僅かで，12 年 2 月に再び逆転し

て，「未満」等が「超」等を上回った． 

朝日の「セシウム」and「値」and（「未満」

or「以下」or「下回」）と，「セシウム」and

「値」and（「超」or「以上」or「上回」）で抽

出された記事数の推移を図 4 に示した．朝日

の合計は 799 で，その内「未満」or「以下」

or「下回」の記事数は 292，「超」or「以上」
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or「上回」の記事数は 507 であった．朝日は

毎月、「超」等が「未満」等を上回った． 

 

4 考察 

4.1 実測値を踏まえた報道が可能になっ

た「第一ピーク」 

「第一ピーク」の 11 年 6，7 月に，事故後

初めて実測値をベースにした内部被ばく報道

が可能になった．両紙は両月で，この時期に

始まった内部被ばく測定に関連した記事が多

かった．また 7 月の朝日は「⑨食・飲料」が

一番多かったが，民報も三番目に多く，内部

被ばく測定開始と，「セシウム汚染牛」が，両

紙が同時期に「第一ピーク」を形成した原因

と考えられる．また、両紙の内容は近かった． 

これより前には，福島住民の被ばくはチェ

ルノブイリ事故に相当しうる等の，データを

欠く言説が先行していた．朝日は 11 年 6 月 7

日に，「予防原則は一般に，科学的根拠が明確

になっていないという理由で，環境悪化を防

ぐ対策を引き延ばしてはならないという意味

に理解されている．後で被害が出ないように

慎重な姿勢で臨むというのが予防原則の考え

方である」，「政府が本当に国民の安全・安心

を守るというのであれば，風評被害の防止も

さることながら，予防原則にのっとった対応

をとるべきであろう」という識者の意見を載

せており[11］，これは朝日の姿勢と一致した

と考えられる．この，福島では将来大きな健

康被害が出る可能性が高いとして警告する，

「予防原則」的報道から，実測値，推計値が

低かった事実を踏まえた，「数値，データ」中

心の報道への転換が可能になったのが、「第一

ピーク」であった． 

 

4.2「第二ピーク」で見える両紙の報道の

違い 

民報の 11 年 11 月で最多の，「④県 自治

体」の多くは選挙候補者のアンケート回答で，

12 月で二番目となった「④県 自治体」の 10

記事中の多くは，この時期に開かれた地方議

会についての記事だった．一方、「①測定 実

測・推計値」は 11 月には二番目，12 月には

最多だった．11 年 11 月 17 日に，民報の早川

正也報道局長（当時）は報道姿勢について，

「県民が判断できるようなデータなり材料な

りを全部出していかなければとは思っていま

す」と述べている[12]．従って民報は「第一

ピーク」で可能になった「数値，データ」中

心の報道を，この時期も続け，そこに地元紙

の最重要ニュースの一つと考えられる，地方

選挙，地方議会関連記事が上乗せされて，民

報の「第二ピーク」が形成されたと考えられ

る． 

一方，朝日の 11、12 月で最多の「⑦医療 

科学 専門家」は合計 23 記事中，15 記事が

内部被ばくの危険性を強調する専門家の解説

を報じていた．また、両月で二番目に多い「①

測定 実測・推計値」の 18 記事中，連載企画

記事が 9 記事あり，「数値，データ」を直接の

ニュースとして伝えた民報とは異なっていた．

例えば，朝日は 11 年 12 月 17 日には福島に

ついて，「ゴメリ医大元学長のバンダジェフス

キーは言う『今後，放射能が土壌に浸透して

野菜が吸収しやすくなる．内部被曝の心配は

これからです』」と報じている[13]．民報とは

逆に，こういった「予防原則」傾向を強めた

ことが，朝日の「第二ピーク」形成の原因と

考えられる． 

 

4.3「セシウム」を含む記事にも見える両

紙の報道の違い 
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両紙は 11 年の 7，8 月に，「セシウム」を

含む記事数で最多のピークを記録した．いわ

ゆる「セシウム汚染牛」事件が、その理由と

考えられる。「セシウム」and「値」and（「未

満」or「以下」or「下回」）と，「セシウム」

and「値」and（「超」or「以上」or「上回」）

で抽出された記事数を見ると，両紙とも後者

が多かった．しかし民報では，9 月には「未

満」or「以下」or「下回」の記事数が，「超」

or「以上」or「上回」の記事数を上回った．

この変化は，実測値の推移を詳細に報道した

結果と推察される．実際の測定が進み，食品

等に含まれるセシウムの値が当初の想像より

も低いことが，判明していった．また，時間

経過により，セシウム自体が減少していった． 

11，12 月の「民報ピーク」は，福島市大

波地区で始まった，米のセシウム基準値超え

によるものだった．しかし民報の「未満」等

の記事数と「超」等の記事数は，11 月では前

者が多く，12 月では逆転したが差は僅かだっ

た．12 年 2 月には再び逆転が起こり，「未満」

等の記事数が「超」等の記事数を上回った．

生活協同組合コープふくしまの陰膳方式の調

査[5]によれば，12 年の 4 月には，福島の 90%

の家庭の食事に含まれるセシウムは，1kg 当

たり 1 ベクレル未満になったが，民報の記事

数はこうした「数値，データ」を反映してい

ると推測できる． 

朝日の記事数は，「セシウム汚染牛」のよ

うな全国ニュースになる事件が減ったため，

次第に減ったと考えられる．11，12 月の「民

報ピーク」の時，朝日はやはりこの事件を多

く伝えたが，ピークを作るほどの記事数では

なかった．これは福島市大波地区で始まった

米のセシウム基準値超えが，「セシウム汚染牛」

とは異なり，全国に拡大しなかった，いわゆ

る「ローカル・ニュース」であったためと考

えられる．しかしその中でも，毎月「超」or

「以上」or「上回」の記事数が，「未満」or「以

下」or「下回」の記事数より多いことからは，

「第二ピーク」に見える，「予防原則」傾向を

続け，「セシウムの値は基準値未満」等の測定

結果が増えても，「基準値超え」の測定結果を

重視して伝えていたと推察される． 

 

4.4 大災害後のマスメディア報道の影響 

福島の場合，現在食品のセシウム含有量と，

住民の「内部被ばく」は非常に少ないことが

判明している．それでも住民には放射線被ば

くによる健康不安が残っているが，福島では

有力な地元紙と全国紙が，時期によって相反

する姿勢の報道を行っていたことで，それを

健康情報として受け取った住民が振り回され，

健康不安に結びついた可能性も考えられる． 

Vastermanらは 1992年にアムステルダム

で、劣化ウランとサリンの原料を搭載したイ

スラエルの貨物機が墜落した事故で，大災害

後のマスメディア報道が，人々の不安に影響

したことを示した[14]． 98 年から 99 年の間

に，この事故について「有害物質」と「国の

隠ぺいの疑い」を主題にした，マスメディア

の集中的報道（media hype）が 3 回あった．

搭載貨物による危険性はほとんど無かったに

もかかわらず，最終的には約 6000 人の住民，

救急隊員等が，不安と健康被害を訴えたが、

これらの訴えは，3 回の集中的報道の度に起

きていた．大災害後のマスメディア報道が健

康不安に与える影響は大きい． 

 

5 結語 

本研究は原発事故後の福島での，地元紙と

全国紙の「内部被ばく」および「セシウム」
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に関連した記事内容を分析した，初めての報

告である． 

「内部被ばく」という語を含む記事につい

て，民報、朝日両紙の 11 年 6，7 月の急増（第

一ピーク）時点では，予測に基づいた「予防

原則」傾向から，内部被ばく測定が始まって，

「数値，データ」中心の報道が可能になった

ことがわかった．11，12 月の急増（第二ピー

ク）時点では，両紙の報道姿勢が異なり，民

報は「数値，データ」中心，朝日は「予防原

則」的であったことが明らかにできた．「セシ

ウム」という語を含む記事については，両紙

は 11 年 7，8 月にピークを記録し，その原因

は「セシウム汚染牛」だったが，その後民報

は 9 月から，「セシウムは基準値未満」等の記

事が「基準値超え」等の記事より多くなり，

「数値，データ」中心の報道姿勢が反映され

たと推測された．朝日は毎月「基準値超え」

等の記事が「基準値未満」等の記事より多く，

「予防原則」的報道姿勢が反映されたと考え

られた．このように，本研究の地元紙と全国

紙の記事分析から，内部被ばくとセシウムに

ついての報道が，時期により内容が変化した

こと，および地元紙と全国紙の姿勢の違いが

明らかになった． 

本研究の限界として，福島県には有力な地

元紙の福島民友もあり，また，朝日が全国紙

の全てを代表しているわけではない．15 年上

半期には，福島県では読売新聞が朝刊販売部

数一位の全国紙となった[15]．また，民報，

朝日の報道内容が，福島の住民の不安の増減

に直接どう関係したかは不明である．テレビ，

ラジオ，雑誌等の影響もあり，さらに福島の

原発事故は，インターネット，SNS 等の普及

下で起こった初めての原子力災害で，放射線

不安による自主避難者等には，インターネッ

ト経由の情報も大きく影響したと考えられる

が[4,16]，これらの検討はしていない． 

  



日本ヘルスコミュニケーション学会雑誌2017,8(1):69-80 

 

 

76 

 

図１ 内部被ばく（曝）を含む記事数の推移 2011 年 3 月～2012 年 3 月 

 

 

 

図 2 「セシウム」を含む記事数の推移 2011 年 3 月～2012 年 3 月 
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図 3 福島民報 「セシウム」＆「値」＆（「未満」or「以下」or「下回」）と（「超」or「以上」

or「上回」）で抽出された記事数の推移 2011 年 3 月～2012 年 3 月 

 

 

 

図 4 朝日新聞 「セシウム」＆「値」＆（「未満」or「以下」or「下回」）と（「超」or「以上」

or「上回」）で抽出された記事数の推移 2011 年 3 月～2012 年 3 月 
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表 1 両紙の 2011 年 6,7 月（第一ピーク）11,12 月（第二ピーク）の「内部被ばく（曝）」を含

む記事内容の分類 

 

 

（数字は記事数 太字は一番多い記事数 斜字は二番目に多い記事数） 

  

                                  月

内容                         新聞 民報 朝日 民報 朝日 民報 朝日 民報 朝日

①測定　実測・推計値 26 13 25 6 20 6 17 12

②第一原発　作業員 17 14 9 6 3 1 4 3

③講演　相談・説明会 8 0 6 2 6 0 7 0

④県　自治体 4 1 7 0 26 3 10 1

⑤国　政府　政治 3 1 4 0 0 3 6 2

⑥要望　声明 2 1 6 0 0 0 0 0

⑦医療　科学　専門家 1 2 3 4 4 9 1 14

⑧除染　土壌 1 0 2 0 2 0 4 1

⑨食・飲料 0 1 7 13 3 3 3 4

⑩その他 3 0 7 4 5 4 9 5

合計 65 33 76 35 69 29 61 42

6月 7月 11月 12月
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